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（論文題目） 
津波浸水情報を用いた避難経路生成環境の構築 

 
（内容の要旨） 
東日本大震災での甚大な被害の主な要因は，津波である．被害の拡大の原因は，津波警報・ハザード

マップの過小評価，津波への知識不足，津波の被害が想定される道路の使用・渋滞での自動車避難が挙

げられる．避難方法は，原則徒歩とされているが，東日本大震災後，やむを得ない場合のみ自動車避難

も容認した．そこで今後，南海トラフ巨大地震に備えるため，津波に遭わず，人的被害をなくすための

安全な自動車での避難経路の作成が求められている．自動車避難に関する研究では，津波遭遇リスクを

最小化することで最適な避難経路を提案する研究が行われているが，被害を数値化している津波遭遇リ

スクの作成方法が，地域によって実際の地理的・都市的環境に合わない可能性がある． 
一方で，現在日本では，デジタルデータの流通量は増大している．オープンデータの活用やそれらの

組み合わせは，より価値のある情報となり，有益なサービスに活用できる可能性を秘めている．しかし，

このような活用は，あまりなされていない．その障壁となっている一つの理由は，政府や各地方自治体

が公表しているオープンデータの形式が揃っていないことである． 
したがって，複数のデータを組み合わせたデータやそのための方法をオープンデータ化・オープンソ

ース化することでより意義のあるサービスを提供することに役立つと考えられる．そこで本研究では，

想定される津波被害からリスク値を作成するために，コンピュータ可読の津波浸水想定データと道路デ

ータという異種のデータを組み合わせて，各道路のリスク値を生成する．これにより想定される浸水被

害状況でシミュレーションを行い，安全な避難経路を生成することを目的とする． 

研究対象地域は，静岡県焼津市とした．この地域は，南海トラフ地震による津波の被害が特に懸念さ

れている津波避難対策特別強化地域の一つであり，被害が想定されている都府県の中でも最多の死者数

が想定されている．また海岸の水位上昇が 0.5 mを超えるまでの時間は最短で 2 分と短く，的確な避難

をする必要がある． 

本研究では，プログラム言語 Python を用いて OpenStreetMap と国土交通省の国土数値情報を読み込

み，これらを掛け合わせて津波浸水深データを持つ道路ネットワークを作成する．この津波浸水深をリ

スク値として津波浸水リスク値の最小化を目的とする混合整数計画問題を解き，避難経路を得る．この

手法を用いて，避難場所の違う 3 パターンで比較を行う．避難場所の違いは，(1)地区で指定された避

難所の場合，(2)津波浸水深データの浸水深 0m地点の場合，(3)両方とも利用する場合である．結果とし

て，リスク値が最小で，避難時間も最短であるのは，(3)であることを示した． 
また，安全な場所へ避難した後，生存確認などを行う必要があるため，安全な場所への避難を短時間

で行い，次の行動に起こせるようにする必要があると考えられる．そこで，2 段階最適化を行う．具体

的には，最優先であるリスク値を最小にした最適解の中で，避難時間が最小になる最適解を求める．結

果として，(2)と(3)は変わらず，(1)は避難時間が短縮されることがわかった． 
加えて，立体交差で掘り下げ式の下の道路であるアンダーパスも津波浸水のリスクが増えると考えら

れるため，アンダーパスの深さもリスク値とし，津波浸水リスク値に加える．そうして道路ネットワー

クに組み込み，混合整数計画問題を解き，避難経路を求める．結果として，アンダーパスがある道路の

利用車両数が減少したことを示した． 
この研究により，津波の浸水による人的被害の少ない避難経路の生成を可能にした．今後は，他の災

害や複数の災害に対して利用できるように拡張することで，様々な避難計画に役立てることが，有効と

考えられる． 
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Abstract  

The tsunami was the main cause of the enormous damage caused in the Great East Japan Earthquake. 
In order to prepare for the Nankai megathrust earthquake in the future, it will be effective to create safe 
evacuation routes by vehicle to avoid the tsunami and to eliminate human damage. Previous studies on 
vehicle evacuation have proposed optimal evacuation routes to minimize the risk of being caught by 
tsunami, but the method of creating the tsunami risk, which quantifies the damage, may not be suitable 
for real geographic environment in each region. Recently, it has become possible to obtain various 
geographical information data. Combining different types of such information may yield more useful 
information. However, such utilization has so far been scarce. So, we propose how to construct this 
type of data and how to utilize it for evacuation planning.  

In this study, to define risk values against expected tsunami damage, risk values of each road are 
estimated by combining computer-readable tsunami inundation estimation data with road data. Our 
purpose of this study is to generate save evacuation routes by simulating the expected flood damage 
situation. The study area is Yaizu City, Shizuoka Prefecture. We utilize OpenStreetMap data and digital 
national land numerical information of MLIT. The programming language Python was used to process 
these data and to create a road network with tsunami inundation depth data. Using this tsunami 
inundation depth as a risk value, a mixed integer programming problem is defined and solved to minimize 
the tsunami inundation risk value, and an evacuation route is as its optimal solution. Using this method, 
numerical analysis was performed for three cases and compared. The three cases are (1) the evacuation 
site designated by the district, (2) the site at 0m depth of tsunami inundation, and (3) the case of using 
both (1) and (2). As a result, it is shown that (3) has the minimum risk value and the shortest evacuation 
time. After temporary evacuation, it is necessary to move quickly to a safer place to confirm survival. By 
moving to a safer place, evacuees will be able to plan their subsequent actions. For this purpose, we 
propose a two-step optimization. As the first step, we obtain the minimum risk value. Then, as the second 
step, we obtain a route with minimum evacuation time with the minimum risk value found in the first-
step. As a result of this two-step optimization, the solution for case (1) realized shorter evacuation time.  

In addition, it is considered that the risk of tsunami inundation also increases on the underpass, so the 
depth of the underpass is also made to be a risk value, and it is added to the tsunami inundation risk 
value. As a result, the number of vehicles that used on roads with underpass decreased. 

This study enabled the generation of evacuation routes with less human damage due to tsunami 
inundation. In the future, the system will be expanded so that it can be used for other disasters and 
multiple disasters. It is thought to be useful for various evacuation plans. 
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（論文題目）�
 運搬時間制約を追加した運搬経路の利用可能確率を考慮した緊急救援物資の分配モデル�
�
（内容の要旨）�
 災害時の物資輸送，特に災害直後の緊急救援物資の配送には解決するべき課題が多い。災害直後は被

災地，現場が混乱しているため，災害直後に正確な対応を取るためにはより綿密な計画が必要になる。

緊急救援物資配送も例外でなく被災者の命，生活に直結するため，より入念に対策を練る必要がある。

これが不完全だと物資の過不足などを引き起こし，混乱に繋がる可能性がある。�
 本論文では，災害時の緊急救援物資の輸送の中でも災害直後，具体的には，災害発生を �日目とした

時の �～� 日目までの物資輸送について取り上げる。この期間に実施される輸送方法をプッシュ型支援

の輸送という。プッシュ型支援はあらかじめ立てた計画に基づいて，各避難所の具体的なニーズを得る

前の段階で最低限の物資を輸送する方法である。それに対するプル型支援は，各避難所の具体的なニー

ズを正確に把握した上で，そのニーズに基づいて輸送する方法である。プル型支援は，具体的なニーズ

を漏れなく把握する必要性から，災害発生から状況によっては実施されるまでに �日程度の日数を要す

る可能性がある。���� 年の熊本地震に初めて実施された新しいこの考えは，未だ国内に定着しておら

ず，この �つの輸送方法別の研究，特にプッシュ型支援の輸送モデルについての論文は現時点では知ら

れていない。またプッシュ型支援の輸送のモデルを構築する際には，さまざまな不確定要素を考慮する

必要があるが，本論文では災害後の道路状況について取り上げる。既存モデルではこれを考慮している

研究はほとんど存在しない。�
 先行研究では，災害後の道路の利用可能性を考慮し，道路の利用可能性の組み合わせの集合であるシ

ナリオの全てにおいて物資輸送を実施するモデルが提案されている。決定変数を各期間に輸送する緊急

救援物資の量とその物資を配送するのに必要な車両台数とし，目的関数は避難所に輸送する物資ごとに

重みを加え，それにシナリオ確率をかけた期待値を最大化している。制約条件は各車両の移動制約，車

両購入予算制約，輸送費用予算制約，各避難所の需要制約，車両の積載重量制約である。このモデルに

対して，災害後の経路状況の不確かさを道路の利用可能確率から求める経路の利用可能性を用いたシナ

リオ分析の結果が報告されている。このモデルでは，災害後の道路状況は考慮されているものの，現実

問題では他にも考慮すべき要素がある。本研究では，それらの要素の一つである運搬時間制約を追加し

たモデルを提案する。本論文で提案するモデルは意思決定者が災害後に即座に実行出来るように，緊急

救援物資輸送の計画を練るための一助になることを目的としている。�
 既存モデルは時間制約が課されていないが，このモデルでは，今回定めた �つの予算のうち輸送費用

予算に依存しやすいことがわかった。車両購入予算を減らすと車両購入台数が大きく減るが，充足割合

の減少はわずかで収まり，目的関数の値に大きな変化はなかった。これに対して，時間制約を課した提

案モデルでは，車両購入予算に依存することがわかった。車両購入予算を減らすと目的関数の値は大き

く下がったのに対し，輸送費用予算を減らした場合は目的関数の値の変化は限定的であった。�
 上記のように災害直後の緊急救援物資輸送，プッシュ型支援の輸送を計画するためのモデルとして，

災害後の運搬経路の利用可能確率を考慮し既存モデルに運搬時間制約を追加した緊急救援物資の分配

モデルを提案した。今後このモデルを拡張するうえで考慮すべき点として，配送センターが �つである

ことと各車両が �つの避難所にしか物資を配送できない点を挙げる。一方，この �つのモデルは予算額

を多くした実験や物資の需要量を変化させた実験では，計算時間が膨大になり解くことが困難であった。

これは作成したシナリオの数が膨大なためであると考えられる。今後の課題としては，このモデルがよ

り大規模な問題を解くことが出来るような方法の確立と，シナリオの数の膨大さが原因でモデルの拡張

が困難である可能性を想定し，経路状況の不確かさを別の方法で表した新規モデルの開発が挙げられる。�
青山学院大学大学院理工学研究科�
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LQFRPSOHWH��LW�PD\�OHDG�WR�RYHU��RU�XQGHU�GHOLYHU\�RI�VXSSOLHV��UHVXOWLQJ�LQ�VHYHUH�FRQIXVLRQ��

7KLV�SDSHU�IRFXVHV�RQ�WKH�SODQQLQJ�SUREOHP�IRU�WKH�WUDQVSRUWDWLRQ�RI�GLVDVWHU�UHOLHI�VXSSOLHV�LQ�WKH�

LPPHGLDWH�DIWHUPDWK�RI�D�GLVDVWHU��7KLV�W\SH�RI�WUDQVSRUW�LV�FDOOHG�SXVK�W\SH�WUDQVSRUW��3XVK�W\SH�

WUDQVSRUW�WUDQVSRUWV�JRRGV�EDVHG�RQ�DGYDQFH�SODQV��,Q�WKLV�SDSHU�,�SURSRVH�D�PDWKHPDWLFDO�PRGHO�

IRU�WKH�SODQQLQJ�SUREOHP�RI�WKH�SXVK�W\SH�WUDQVSRUW�SUREOHP��0RUHRYHU��WKLV�SDSHU�DOVR�DGGUHVVHV�

SRVW�GLVDVWHU�URDG�FRQGLWLRQV��ZKLFK�DUH�UDUHO\�IRXQG�LQ�WKH�OLWHUDWXUH��

7KHUH�H[LVWV�D�VWXG\�ZKLFK�SURSRVHV�D�PDWKHPDWLFDO�PRGHO�WKDW�WDNHV�LQWR�DFFRXQW�WKH�DYDLODELOLW\�

RI�URDGV�DIWHU�D�GLVDVWHU�DQG�WKDW�RI�WUDQVSRUW�VXSSOLHV��DVVXPLQJ�PXOWLSOH�VFHQDULRV��,Q�WKLV�PRGHO��

WKH� XQFHUWDLQW\� RI� SRVW�GLVDVWHU� URXWH� FRQGLWLRQV� LV� H[SUHVVHG� XVLQJ� URXWH� DYDLODELOLW\�� ZKLFK� LV�

FDOFXODWHG�IURP�WKH�SUREDELOLW\�RI�URDG�DYDLODELOLW\��7KLV�DOORZV�IRU�WKH�FRQVLGHUDWLRQ�RI�SRVW�GLVDVWHU�

URDG�FRQGLWLRQV��%DVHG�RQ�WKLV�PRGHO��,�SURSRVH�D�SODQQLQJ�PRGHO�ZLWK�DQ�DGGLWLRQDO�WUDQVSRUW�WLPH�

FRQVWUDLQW��

 ([SHULPHQWDO�UHVXOWV�RI�WKH�H[LVWLQJ�PRGHO�VKRZ�WKDW�WKH�PRGHO�LV�HDVLO\�GHSHQGHQW�RQ�WKH�EXGJHW�

IRU�WUDQVSRUWDWLRQ�FRVWV��0RUH�VSHFLILFDOO\��DV�WKH�EXGJHW�IRU�EX\LQJ�YHKLFOHV�GHFUHDVHV��WKH�QXPEHU�

RI�YHKLFOHV�XVHG�IRU�WUDQVSRUWDWLRQ�GHFUHDVHV�VLJQLILFDQWO\��,�IRXQG�WKDW�WKLV�UHGXFWLRQ�GRHV�QRW�DIIHFW�

WKH�RSWLPDO�YDOXH�RI� WKH�REMHFWLYH� IXQFWLRQ��,Q�FRQWUDVW� WR�WKLV�� WKH�RSWLPDO�YDOXH�RI�WKH�REMHFWLYH�

IXQFWLRQ�LQ�WKH�SURSRVHG�PRGHO�GHSHQGV�RQ�WKH�EXGJHW�IRU�EX\LQJ�YHKLFOHV��$V�WKH�EXGJH�IRU�EX\LQJ�

YHKLFOHV�GHFUHDVHV��WKH�RSWLPDO�YDOXH�RI�WKH�REMHFWLYH�IXQFWLRQ�GHFUHDVHV�VLJQLILFDQWO\��ZKHUHDV�WKH�

RSWLPDO�YDOXH�UHPDLQHG�QHDUO\�WKH�VDPH�DV�WKH�EXGJHW�IRU�WUDQVSRUWDWLRQ�GHFUHDVHV�� �

)XWXUH�LVVXHV�LQFOXGH�WKH�GHYHORSPHQW�RI�PHWKRGV�WR�VROYH�ODUJHU�VFDOH�SUREOHPV��,Q�WKH�SURSRVHG�

PRGHO��LW�UHTXLUHV�ODUJH�DPRXQW�RI�FRPSXWDWLRQ�WLPH�IRU�WKH�FDVHV�LQ�ZKLFK�WKH�QXPEHU�RI�VFHQDULRV�

LV�ODUJH��)XWXUH�LVVXHV�DOVR�LQFOXGH�WKH�GHYHORSPHQW�RI�WKH�H[WHQGHG�PRGHO�LQ�ZKLFK�WKH�XQFHUWDLQW\�

RI�WKH�URXWLQJ�VLWXDWLRQ�LV�LQFRUSRUDWHG��
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（論文題目）対象地域内グループ性を考慮した小学校再配置計画とそのシナリオ分析 
 
（内容の要旨） 
 初等義務教育を提供する公立小学校では，少子化の進行によって通学児童数が減少し，空き教室の増

加や教育の多様性の喪失等が懸念されている．加えて，日本の小学校校舎の 8 割が築 25 年以上となっ
ており，長期利用のためには改修が必要な時期を迎えている． 
公立小学校適正配置は多くの自治体で議論となっており，各校に在籍する児童数と児童の通学距離が

適正さの重要な指標となる．通学は各校の学区に在住する児童が行うケースがほとんどであるため，各

学校の児童数はその配置場所や人口分布によって互いに異なる．したがって，人口分布などの条件を加

味した上で適切な場所に学校を配置することは，教育提供の観点から重要である． 
 施設の配置場所を適正化させる研究はこれまでも実施されているが，その中に，既存の施設配置をも

とに施設統廃合を計画するためのモデルがある．そのモデルでは，問題を全需要の総割当距離を最小化

させるメディアン型施設配置問題として定式化している．このモデルは既存施設数 p ，廃止数 r，新設
数 qをパラメータとして最適な配置を求めるものであり，(p,q,r)メディアン型施設配置問題とよばれる． 
 本研究では，既存施設配置と対象都市の地域性を考慮した小学校再配置問題を提案し，算出方針によ

る地域への影響等を分析し知見を得ることを目的とした．提案モデルは，セントディアン型施設配置問

題の拡張であり，全児童の総通学距離と最大通学距離の 2つの重み付き和を最小化することが可能であ
る．このモデルを用いて，東京都八王子市の公立小学校 69 校（特別支援学校等は除く）を対象に分析
を実施した．考慮度合いを表す重みαが 1に近づくほど過密地域を重視し，0に近づくほど過疎地域を
考慮した施設配置問題となる．本実験では，過密地域重視（α=0.8），等分考慮（α=0.5）と過疎地域重
視（α=0.2）の値による算出を行った．なお，人口は 2020年人口と 2050年推計小学生人口を用い実施
した．重視度合いを比較した結果，八王子市では過密地域を考慮するα=0.8が最も望ましいことがわか
った．そこで，この値を用いて，センター型施設配置問題とメディアン型施設配置問題の最適配置との

配置の比較を行った．統廃合のケース設定は既存校廃止のみによる実施で適正廃止数を算出し，以降の

実験で算出された値を使用した．総通学距離は 2020年人口では廃止による削減はなく，2050年人口で
は廃止数 r=4で最小となった．この結果をもとに，2050年人口において各学年 2～3学級の適正規模の
小学校の新設を行う場合と，各学年 3～4 学級となる大規模校の新設を検討する 2 つのパターンで実験
を行った．いずれのパターンも新設 2校以上を想定した場合総通学距離が著しく増加した．増加幅は大
規模校の新設の場合の方が適正規模に比べ約 1000km大きくなる結果となった．最大通学距離と総通学
距離の双方を考慮した場合，八王子市では最大通学距離の削減を新設校舎によって実現させる傾向が強

く表れた．その結果，通学距離が 6km となる地点の存在していた配置から，適正規模小学校 2 校の新
設を想定した統廃合を実施した場合，市内すべての需要点の最大通学距離が文部科学省の指定する基準

の 4km に近い値まで削減される結果が得られた．一方で，総通学距離は廃止のみによる場合に比べ増

加したため，遠隔地の最大通学距離の最小化と市全体の総通学距離最小化の間にトレードオフの関係が

あることが示された． 
また，各施設配置問題で算出された最適配置を実現させた場合に廃止校の先 50 年で計画されていた
更新費用の余剰分を便益として，新設と廃止に焦点を当てた費用便益分析を実施した．適正規模校 1校
の新設を想定した場合の純便益は約 70 億円に上り，小学校統廃合の必要性が通学，学校規模，財政の
面から示された． 
今後の課題は，施設配置問題に関しては候補点数を増加させた場合の解法提案等，便益評価に関して

は通学時間短縮による恩恵といった定性的な効果の分析を取り入れることや，適切な学校規模編成によ

る便益の計上方法の考案等があげられる．  
青山学院大学大学院理工学研究科 
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Abstract  
The number of children attending public elementary schools, which provide primary compulsory 

education, is decreasing due to the declining birth rate, and there are concerns about the increase in 

vacant classrooms and the loss of educational diversity. In addition, 80% of elementary schools in 

Japan are more than 25 years old, and many of them need renovation for long-term use. 

 Many studies have been conducted to optimize the location of facilities. Among them, the (p,q,r) 

Median Facility Location Problem, which considers facility consolidation based on the existing 

facility allocation, is to find the optimal locations for facilities based on the number of existing 

facilities p, the number of closures r, and the number of new facilities q, using the total traveling 

distance of all demand as the objective function to be minimized. 

 The purpose of this study is to propose a mixed-integer programming model for elementary school 

reallocation problem that considers the regional characteristics of the target city, and to analyze the 

impact of the calculation policy on the region and gain knowledge. 

I extend the Centdian Facility Location Problem so that we can optimize the weighted sum of  

the commuting distance of all elementary school students and the longest commuting distance 

among them. Using this proposed model, numerical experiments are conducted for 69 public 

elementary schools (excluding special-needs schools) in Hachioji, Tokyo. The experiments are based 

on the estimated elementary school population in 2020 and 2050.  

 Using the estimated elementary school student population in 2050, the results indicated that a 

reduction of four schools from the number in 2020 is desirable in Hachioji City. Based on this 

observation, I also conducted the experiments to compare the case of establishing a new appropriate-

size schools with the case of establishing a large-size school. A comparison of the two cases showed 

that the total commuting distance to school was about 1000 km greater in the case of the new large-

size school. Moreover, I found that the result seemed to attach more importance to shortening the 

max commuting distance than shortening the total commuting distance by building new schools.  

In addition a cost-benefit analysis was conducted focusing on new schools and eliminated schools, 

assuming that the planned renewal costs over the next 50 years for the eliminated schools would be 

the benefits. As a result, the net benefit of establishing a new school of appropriate size was 

approximately 7 billion yen, indicating the necessity of elementary school consolidation in terms of 

commuting to school, school size, and finances. 
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